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Ａ．研究目的 

 世界各国では国連が提唱している90-90-90を

達成するためにHIV感染者の治療をCD4細胞数

の値に関わらず、すべての感染者を対象に開始

することを提言している。岩本らが2017年に発

表した日本の90−90−90を推計した論文では

HIV感染者の86％が診断されており、またその

中の83％がART（anti-retroviral therapy）によ

る治療中であるとしている。そして治療中の

99％の感染者はウイルス抑制を達成している。

ナショナルデータベース（NDB）を用いた抗HIV

薬の解析では約25,500人がARTで治療を受けて

いる。そこから逆算すると、約5,000人が診断さ

れておらず、約5,400人が診断されているがART

による治療を受けていないことになる。すなわ

ち、約10,400人のプールから新規HIV感染者が

生まれていることが想定される。 

 

新規HIV感染者を減らすためには、HIV感染者

の診断を増やすこと（検査体制）、HIVと診断さ

れた感染者をなるべく多くARTで治療すること

（治療体制）が重要であるとされる。本研究では

HIV感染者をなるべく多くARTで治療する治療

体制の構築のために、Rapid ARTの効果につい

て基礎資料を作成することを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

１） Rapid ARTにより新規感染者やエイズ発症症例が

どの程度減少するのかをシミュレーション・モデル

にて検証 

担当：尾又一実（研究分担者）、野田龍也（研究

分担者）、谷口俊文（研究代表者） 

① Rapid ART により新規感染者やエイズ発

症症例がどの程度減少するのかをシミュレ

ーション・モデルにて検証：令和 4 年度で

は HIV 感染症に対する早期治療（Rapid 

ART）の効果として①年間の新規感染者

数、②感染者総数、③エイズ発症者数、④

未感染 MSM（Men who have Sex with 

Men）の人数を推測した。本研究では逆算

法（Back Calculation）およびコンパート

メント・モデルの二つの数理モデルによる

推計方法を用いている。令和 3～4 年度で

はエイズ動向委員会から発表される新規

HIV 感染者数とエイズ発症者数、国立国際

医療研究センターにおける診療情報を入力

値として使用、また HIV 感染の診断から

治療開始までの日数については名古屋医療

センターのデータを参照した。 

② NDB から得られた感染者数などを数理モ

デルの前提条件などに当てはめてキャリブ

レーションを行う。そして Rapid ART に

より新規感染者やエイズ発症症例がどの程

度減少するのか報告する。 

 

２） NDBから得られるデータに基づいた医療経

済的な効果の算出 

担当：谷口俊文（研究代表者）、野田龍也（研

究分担者） 

① NDB から得られる HIV 感染者のコホート

で一人あたりの年間の総医療費などを算出

する。また NDB 上の HIV 感染者のうち、

エイズ指標疾患を発症している患者のコホ

ート化する。エイズ発症に伴う入院医療費

などを計算する。 

② （１）の数理モデルより得られた Rapid 

ART により回避できた新規 HIV 感染者お
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よびエイズ発症例の予測モデルと前年度ま

でに算出した医療費により、Rapid ART に

よる医療経済効果を推計する。 

 

３） Rapid ART実現のための経済的実態調査 

担当：今橋真弓（研究分担者）、谷口俊文（研究

代表者） 

本分担研究では Rapid ART 実現による健康や

水平感染のリスクの実態調査を行う 

 

①以下の実態調査と推計を行う 

 HIV と診断されてから、治療開始までにか

かる期間 

 Rapid ART を導入した場合、治療開始まで

にかかる治療費用 

 自費診療や助成制度利用のない保険診療な

どを利用して治療している感染者数の推計、

(ⅰ)これら感染者が治療している場合に負

担している費用の実態把握、(ⅱ)治療してい

ない感染者数と感染させるリスクの推計 

 海外で治療を受けていたが日本では治療を

受けていないあるいは自費診療や助成制度

利用のない保険診療などで治療している人

の数の推計、(ⅰ)どうやって治療をしている

のか実態調査（治療中断・自己輸入など）、

(ⅱ)日本で治療している場合に負担する費

用の実態把握 

②海外での情報収集（国毎に保険は異なるもの

の、Rapid ARTを行っていない国はあるのか、

行っている場合にはどのような費用の助成をし

ているのか） 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究ではHIV感染症という希少疾患を扱う

ため、個人情報保護法、文部科学省・厚生労働

省・経済産業省：ヒトゲノム・遺伝子解析研究に

関する倫理指針、文部科学省・厚生労働省：疫学

研究に関する倫理指針、厚生労働省：臨床研究

に関する倫理指針経済産業省：情報システムの

信頼性向上に関するガイドライン、民間部門に

おける電子計算機処理に係る個人情報の保護に

関するガイドラインなどを順守して研究計画の

立案・遂行を行う。調査・研究の実施に際して

は、各施設の倫理委員会に諮り、許可を申請す

る。 

 

Ｃ．研究結果 

① 数理モデルの作成： 

(a)逆算法（Back Calculation）を使用して

Rapid ARTによる新規感染者数の推計を行

った。2023 年に Rapid ART を積極的に開

始することを想定し、検査による感染者捕

捉率は現状のままとした。加療してウイル

ス量を抑制する割合を 81%とした場合には

(黒実線)、2025 年以降の感染者数はほぼ横

ばいと計算された。ここで、81%というのは、

加療率 90%とウイルス抑制率 90%、すなわ

ち UNAIDS 90-90-90 の 2 番目と 3 番目の

目標達成を想定した数値である。加療×ウイ

ルス抑制率を 90%とすると、Rapid ART 開

始に伴い新規感染者数は断続的に速やかに

減少した後、緩やかな現象が見られた。

100%とした場合は、Rapid ART 開始直後

の断続的減少幅はさらに大きくなり、その

後の減少も大きくなる。 

(b)コンパートメント・モデルによる推計で

も 2023 年に Rapid ART を積極的に開始す

ることを想定し、検査による感染者捕捉率

は現状のままとした。Rapid ART の実施率

を表す係数𝛾𝐼を1/2.0とすると (診断から

ART 開始までの平均期間 2 年)、感染者数

の減少に対する効果はほとんど見られなか

った。しかし、  𝛾𝐼を1/0.5とすると(診断か

ら ART 開始までの平均期間半年)、新規感

染者数は 2025 年までに速やかに減少した

後、徐々に減少し、これに伴い、累計感染者

数も減少した。 

(c)また治療開始までの平均日数を減らして

ゆくと、年間新規感染者数①、感染者総数②、

AIDS 発症者③はともに減少する。治療開始

までの日数 42 日のときは、年間新規感染者

数は 1,000 人弱であるが、この日数を 0 日

(即時治療開始)に変更すると、500 人程度ま

で減少する。比率で考えると 45%の減少で

ある。同様に、感染者総数は、約 16,000 強

から 4,000 人弱に減少し、比率では 80%の

減少、エイズ発症者総数は約 2,500 人が約

1,300 人になり、40%以上減少すると推計さ

れた。また、感染者の減少により未感染

MSM は増加し、10,000 人以上増えて、比

率では 1%以上増加すると推計された 

 

② NDB データからエイズ発症者の解析：全

体・AIDS 発症群・AIDS 未発症群ごとの、

2 



 

 

性別、年齢（5 歳階級）別、AIDS の診療開

始日から抗 HIV 薬処方開始までの期間別 

(day -180 to 0 の 30 日間ごと)、AIDS 指標

疾患の種類別の患者数を算出した。 

(a) 全体・AIDS 発症群・AIDS 未発症群のいず

れにおいても、男性が女性より多く、35～

44 歳に患者数のピークがあった。また、

AIDS 発症群における AIDS の診療開始日

から抗HIV薬処方開始までの期間別患者数

は 1～30 日と 31～60 日がほぼ同数（1000

人程度）であった。AIDS 指標疾患の種類別

の患者数はニューモシスティス肺炎が

2304 人で最多であった。 

(b) 入院外来を合わせた医療費では、AIDS 発

症群（エイズ指標疾患の診断と同時期に抗

HIV 薬の処方が始まった患者群）において、

AIDS 未発症群（抗 HIV 薬の初処方時点で

エイズ指標疾患の診断がない患者群）より

も基準月における医療費平均は若干高かっ

たが、医療費の中央値及び年齢調整医療費

は低かった。一方、基準月より後では、第 2

月から第 12 月まで一貫して、医療費の平均

値、中央値、年齢調整値のすべてで AIDS 発

症群が AIDS 未発症群よりも高かった。 

(c) 入院医療費においては、基準月（第 0 月）

から第 12 月のすべてにおいて、医療費の平

均値、中央値、年齢調整値は AIDS 発症群

が AIDS 未発症群よりも高かった。 

外来医療費においては、基準月（第 0 月）

から第 2 月において、医療費の平均値、中

央値、年齢調整値は AIDS 発症群が AIDS

未発症群よりも低かった。一方、第 3 月以

降は、AIDS 発症群が AIDS 未発症群より

も各医療費がおおむね高かったが、第 3 月

と第 6 月の平均医療費と年齢調整医療費に

ついては、AIDS 発症群が AIDS 未発症群

よりも低かった。 

 

③ Rapid ART 実現のための経済的実態調査： 

(a) 2015 年～2019 年に初診未治療で受診した

434 人のうち 33 人は 2021 年 12 月時点で

も未治療または治療導入の有無が不明であ

った。患者背景として未治療導入群と導入

群では年齢・国籍・健康保険および就労の有

無・初診時 CD4 数およびウイルス量で有意

差を認めた。治療導入までの日数の中央値

は 42 日であった。未治療導入者 33 人のう

ち、身体障害者手帳 4 級取得の要件を満た

さない患者は 8 人（全未治療初診患者の

1.8%）であった。治療導入の有無に関連す

る因子は国籍・健康保険/就労の有無・初診

時 CD4 数であった。治療導入までの日数に

関連する因子は性別と初診時 CD4 数であ

った。居住地で治療導入までの差は認めら

れなかった。 

(b) また初診時治療導入済みで受診した患者数

は 134 人であった。そのうち、身体障害者

手帳を取得していたのは 108 人(80.5%)、障

害者手帳を取得していなかったのは 26 人

（19.4%）であった。手帳を取得していなか

った 26 人のうち、海外でのＨＩＶ診断があ

ったのは 16 人（61.5%）、海外診断なしが 9

人(34.6%)、不明が 1 人（3.8%）であった。 

(c) 海外診断があった 16 人のうち 9 人はその

後データを診断地より取り寄せる等で 7 人

が身体障害者 4 級を取得、2 人が 3 級を取

得していた。4 人は海外より抗 HIV 薬の輸

送を受けていた。2人は限度額認定を受け、

治療を行っていた。限度額認定は 2 人とも

「区分エ」であった。残る 1 人は帰国して

いた。海外診断がなかった 9 人のうち 7 人

は刑務所または拘置所にて収監・拘留され

ているため身体障害者を取得していなかっ

た。残る 2 人は本人希望で身体障害者手帳

を取得していなかった。 

 

Ⅾ. 考察 

 本研究では検査による捕捉率が重要な因子で

あることは当然であるが、診断から治療までの

時間を研究で採用した名古屋医療センターにお

けるコホートの中央値である 42 日から短縮す

ることで①年間の新規感染者数、②感染者総数、

③エイズ発症者数を減らすことができることを

示した。本研究では発生動向委員会のデータを

用いているが、令和 5 年度は NDB のデータな

ども使用して、感度分析を行う予定である。 

 

NDB を用いた研究では、HIV 感染者のコホー

トから、ART を開始した前後 12 か月間にエイ

ズ指標疾患を発症した人を同定した。本定義に

よるエイズ発症者は 47%と推定された。発生動

向委員会ではいきなりエイズ率が全国平均で

31.5％（令和 2 年度）と乖離があるが、届出の

段階ではエイズを発症しているか正確でない可
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能性も指摘されており、発生動向委員会では過

小評価の可能性もある。また本研究では病名で

の抽出だったことから、過大評価している可能

性もありことから説明ができると考えられる。

そしてエイズ発症者は医療費が多くなることも

示すことができた。前述の数理モデルと組み合

わせることにより、Rapid ART でエイズ発症者

の減少による医療経済的評価を今後示す予定で

ある。 

 

現行の公費による治療の基準が当てはまらずに

ART を開始できないのが 1.8％と実態調査で明

らかになった。また ART 開始までの日数の中央

値が 42 日であり、160 日以内に 90％が ART を

開始できていた。またすでに治療済みであった

患者の中でも現行の制度（身体障碍者手帳）の

取得をしていない人がおり、海外で診断を受け

た場合の、現行制度による HIV 診療の難しさが

明らかとなった。 

 

Ｅ. 結論 

 Rapid ART を導入することにより、加療率を

向上させ、診断から治療までの時間を短くする

ことにより新規感染者数、総感染者数、エイズ

発症者総数が減少に転じることが数理モデルに

より示された。エイズ発症者に関しては医療費

が非エイズ発症者より多いこともあり、エイズ

発症者の現象では医療費の削減も見込むことが

できる。公費の基準を満たさないために約 1.8％

の患者が治療を受けられない状況が判明し、ま

た治療済みの患者でも海外で診断を受けた場合

に公費による治療を受けられない人がいるため、

こうした患者への医療支援を検討すべきである。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

特になし 
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HIV 感 染 患 者 に お け る

Dolutegravir/Lamivudine 切り替え時のベ

ースラインレジメン別の有効性及び安全

性：48 週併合解析. 第 36 回日本エイズ学

会（2022 年 11 月 19 日）口頭発表 O-C13-
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

   なし 

 2. 実用新案登録 

   なし 

 3.その他 

   なし 
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